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採択し、核兵器の製造や制御手段 取得を行わないための国際条約を、国連の賛助もとに制定する意思を宣言した である。同宣言は同年一〇月 第二回非同盟運動首脳会議に続き、一九六五年 二月の第二〇回国連総会決議二〇三三号によって支持された。後者はすべての国に対し同宣言の尊重とともに、アフリカ大陸に対する核兵器の使用ないし使用の威嚇、核兵器の実験・製造・展開・取得を自制するよう求めた。また核兵器保有国に対し、核兵器やその製造・使用につながりうる科学的データ・技術の移転を行わないよう求めた。
フランスのサハラ砂漠における核実験は




英国、フランス、ロシア、中国）に約束させるものである。英仏中は両議定書とも批准済みだが 米露はいずれも調印のみで批准に至っていない。第三議定書 フランスとスペインに対し 域内に有する海外領土への条約の適用を約束させ ものである。フランスは批 スペインは調印すら拒んでいる。●今後の課題
ペリンダバ条約はその前文においてアフ
リカ非核兵器地帯を、 「 （核）不拡散体制の強化に向けた重要なステップ」と位置づけ、「核不拡散条約（ＮＰＴ）の重要性とその全条項の履行の必要性を確認」してすでに存在する四 に加えてアフリカ非核兵器地帯が正式に発足したことは、二〇一〇年に予定されるＮＰＴ再検討会議にとって弾みとなることは間違い い。また、ギニア湾やソマリア沖合で繰り返される、先進諸国による放射性廃棄物の不法投棄に対する抑制効果も期待され 。
しかし、ペリンダバ条約が真の実効性を












責任を負う。①当事国が提出する年次報告書等（第一三条）の審査 ②当事国会議の召集、③ＩＡＥＡによるセーフガード適用の検証、④条約義務違反に対する不平申立の処理手続き実施（詳細は附属書Ⅳに規定） 、⑤核科学・技術の平和的利用 おける協力のための地域・下位地域プログラムの奨励、域外諸国との国際協力の促進（第一二条） 。委員会は平等な地理的配分と、進んだ核計画を有する国を含むこと 考慮して選出された一二カ国から構成され、任期は三年である。当事国 要請および互選された委員長との協議に基づきＯＡＵ事務総長 （現ＡＵ委員長） が執行書記を任命する 附属書Ⅲ） 。全当事国会議は委員会の予算等を採択するため少なくとも二年ごとに開催され、当事国の単純多数が同意すれば委員会により臨時に召集される（第一四条） 。
同条約には三つの議定書（
protocol ）が
付属している。第一議定書 域内当事国、および第三議定書の が施政権を有する域内の領域に対する核爆発装置の使用ないし使用の威嚇を、第二議定 は域内における核実験やその支援・奨励を、そ ぞれ行わな ことを核兵器保有五大国（米 、
置の研究・開発・製造・貯蔵・取得・所有、その支援・奨励、支援の追求・受容（第三条） 、②核爆発装置の配備（ただし核を搭載した外国船舶 航空機の寄港や通過の許可については各国の主権的判断に委任。第四条） 、③核爆発装置の実験 その支援・奨励（第五条） 、④放射性廃棄物の投棄、その支援・奨励（第七条） 。また、過去に核兵器を開発した南アが当事 に含まれる同条約の、他の非核兵器地帯条約にないユニークな規定として、核爆発装置の製造能力の申告、既存 核爆発装置の撤去・破壊、核爆発装置製造施設の破壊もしくは平和的利用への転換、これに対するＩＡＥＡおよびアフリカ核エネルギー委員会による検証の許可を義務づけている（第六条） 。
一方で同条約では、持続的な社会・経済
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一九七五年一一月のモロッコ 侵攻以来三四年以上にわたり同国に占領されている旧スペイン植民地西サハラでは、解放運動組織ポリサリオ戦線の主導によりアルジェリア領内の難民キャンプを拠点として樹立された亡命政府サハラ・アラブ民主共和国（ＲＡＳＤ）と、モロッコと 間で帰属をめぐる紛争が続いている。一九八四年にＯＡＵはＲＡＳＤの正式加盟を認め、モロッコはこれに抗議して脱退した。現在アフリカ唯一のＡＵ非加盟国であるコは一九九六年四月 ペリンダバ条約に調印した四五カ国のひとつであるが、その後ＡＵ加盟国ＲＡＳＤが二〇〇六年六月に調印（未批准）したことから、事実上離脱した状態にある。アフリカ非核兵器地帯を完全なものとするためにはモロッコ 西サハラがともに加入す ことが不可欠であり、そのために 国連安全保障理事会で議決されている国連監視下での住民投票を通じた、西サハラ問題の早期かつ公正な解決が焦眉
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